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これまでの
庁議での
主な意見

【関係課長会議】
○学校の統廃合に併せ地域と約束した通学手段については、今後も確保するべき。
○次期総合計画や都市計画マスタープランにおける方向性・考え方との整合性が図られるよう調整してほしい。
○運行実績が条件を満たさないことは早い段階で判断できたと思うが、もっと早く再検討できなかったのか。
→見直し後1年間の運行実績をもって判断することから、運行実績の予測を行うため一定の期間が必要であった。
○庁議と9月補正が並行して進められており、もっと早くに判断すべきであったのでは。アンケート結果等を踏まえ、柔軟
な運行形態や利用促進策を検討してほしい。
○地域の活性化や小中学生が公共交通で通学していることを考慮し、各課が連携して取り組むことが必要である。
○小中学生の通学手段は必ず確保しなければならないということでよいか。
→市としては、これまでの経過等を踏まえると確保すべきものであると考える。

【事務事業調整会議】
○厳しい財政状況の中、費用対効果の低い状況のまま継続していくというのはいかがなものか。
→早期に判断をあおぐべきであったが、現状は通学手段や観光交通としての利用もあり、すぐに廃止とすることは難し
い。
○まち・ひと・しごと創生総合戦略では、中山間地域対策は重点プロジェクトに掲げられており、交通だけの問題ではなく
定住・移住・教育・地域振興など、もっと大きな視点で議論していくべきと考える。
○運行継続条件を満たさなければ廃止と告知しており、他地域との公平性が保てないのでないか。
→廃止となった場合に市民に与える影響は大きく、1年間の検討期間をいただき暫定的に運行せざるを得ないと考える。
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H29.2 牧野地区乗合タクシー利用促進協議会 乗合タクシーに関するアンケートの実施について

牧野地区乗合タクシー利用促進協議会H29.6.16

概 要

審議内容
（論点）

　牧野地区乗合タクシーについては、3年間実証運行を実施している。
　当該事業は、運行継続条件を達成しなかった場合廃止することとなるが、当該地域は小中学校の統廃合の経過等から交
通課題を解決するための公共交通の維持確保が必要不可欠であり、また、本市における今後の人口減少及び高齢社会を
見据え、過疎地域における新たな公共交通の仕組みの検討が必要であることから、新たな公共交通の検討を行うもの。

○牧野地域における新たな公共交通の検討について
○検討スケジュール及び検討体制について
○検討期間における移動手段の確保策について
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事案の具体的な内容

（１）事案の概要

牧野地域における公共交通は、「生活交通維持確保路線（バス）」と、その一部を見直し実証運行を行ってい

る「牧野地区乗合タクシー」を併用し維持確保を図っているが、乗合タクシーは平成26年10月から平成29年9月
末までにおける実証運行の結果が運行継続条件を達成しなかった場合、平成29年9月30日をもって廃止となる。
しかし、当該地域は人口減少や高齢化が著しく進行する過疎地域であり、小中学校の統廃合の経過等から交

通課題を解決するためには公共交通による移動手段の維持確保が必要不可欠であり、近年、公共交通のあり

方が全国的に注目される中、本市における今後の人口減少及び高齢社会を見据え、過疎地域における新たな

公共交通の仕組みの検討が必要であることから、将来にわたって当該地域における移動手段を確保するため、

牧野地域における新たな公共交通の検討を行うもの。

○牧野地域の公共交通の概要

①牧野地区乗合タクシー

・運行経路 東野～菅井～やまなみ温泉区間、赤沢～篠原～やまなみ温泉区間

・運行形態 事前予約制（需要応答型の区域運行）

・運行ダイヤ 平日 3便、土休日 13便 （平成28年10月1日改正時）
②やまなみ温泉系統バス路線

・運行路線 やまなみ温泉～東野線、やまなみ温泉～篠原線、やまなみ温泉～篠原～赤沢線

・運行ダイヤ 平日のみ23便
※小中学生の通学手段として一部地域においてスクールバスを運行。地域住民の混乗も実施している。

（２）公共交通の利用状況について

①牧野地区乗合タクシーの運行実績

乗合タクシーの運行継続条件：「稼働した便の１便当たりの輸送人員が1.5人以上であること」 かつ
「全運行本数に対する実運行本数の稼働率が50％以上であること」

②やまなみ温泉系統バス路線輸送人員

・H27 13,440人（10,317人）、H28 11,095人（8,431人） ※（ ）内は、小中学生の輸送人員

（３）牧野地区乗合タクシーの廃止によって生じる交通課題

・高齢者や障害者等の生活交通の確保、小中学生の通学手段の確保、観光交通の確保。

（４）牧野地域における新たな公共交通の検討について

交通課題を解決するため、次の検討課題を踏まえ「牧野地域における新たな公共交通」の検討を行う。

・過疎地域等の住民の生活ニーズに合わせた検討

・一体的な交通サービスの実現による効率化の検討

・公共交通空白地有償運送の導入検討及び公的支援のあり方の検討

（５）検討スケジュール及び検討体制について

・１年間の検討期間、半年間の周知・準備期間を設定する。

・地域住民を主体に、東野（菅井）地区、篠原地区の２つの検討組織を設立し、各課が連携し支援する。

（６）検討期間における移動手段の確保策について（案）

・市民への影響を最小限に抑えられ効率的であることから、乗合タクシーの一部の便を減便し暫定的に

運行する。

（７）事業費

・牧野地区乗合タクシー運行委託料（暫定運行） 約21,000千円（Ｈ29.10.1～Ｈ31.3.31までの1年6ヶ月）

（８）今後のスケジュール

7月 庁議（関係課長会議）

8月 地域公共交通会議部会協議（8/2）、地域公共交通会議本会議協議（8/21）
9月 ダイヤ改正の周知（減便）

10月～ 新たな公共交通の検討及び暫定運行
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１ 牧野地域における新たな公共交通の検討について 

 

（説明者：まちづくり計画部長） 

 

（１）主な意見等 

  
○今後の検討については、地域特性を考慮した上で、高齢者や高校生など、総合的な

視点で検討を進めてほしい。また、当該地域においては、社会情勢や地域の実情に応

じて定期的に見直しを行うことも必要と考える。 
→将来を見据えて、公共交通の問題だけでなく、定住・移住、教育、地域振興などの

視点から当該地域の新たな公共交通の在り方を検討していきたい。 
 
○当該地域の検討を進めるなかでは、緑区全体の課題として捉えていく必要がある。

そのため、検討体制については、藤野まちづくりセンターだけでなく、緑区役所区政

策課等との連携も必要と考える。 
 →関係する部署と調整を行いたい。 
 
 ○地域公共交通としては限界に来ているように感じる。福祉や観光分野との連携が必

要であるが、当該地域と同様な課題は他市町村にもあるように思われるので成功して

いる事例なども探しながら検討してもらいたい。 
 
○地域の実情を把握する上では、各世代の意見やニーズを把握できるよう努めてほし

い。 
 
（２）結 果 
 
 ○原案のとおり承認する。 

以 上 
 


